
 

令和８年度 建築物液状化対策促進 東京コンソーシアム会議 

 

日時：令和８年８ 月４日 （火曜日 )   

14 時 00 分から 15 時 30 分まで  

場所：都庁第二 本庁舎  １ 階  二 庁ホー ル   

 

次   第  

           

１  開会挨拶  

 

２  東京都の取組 紹介  

   ・戸 建 住 宅 等 の 液 状 化 対 策 に つ い て（ 補 助 メ ニ ュ ー 及 び リ ー フ レ ッ ト の 紹 介 等 ） 

 

  ・ 面 的 液 状 化 対 策 パ イ ロ ッ ト 事 業 の 経 過 報 告 に つ い て   

  ・ 液 状 化 対 策 コ ン ソ ー シ ア ム の ロ ゴ マ ー ク に つ い て  

 

３  各構成員の取 組紹介  

  ・ 小 型 起 震 機 に よ る 締 固 め 工 法 の 効 果 の 評 価  （ 旭 化 成 建 材 ）  

  ・ エ コ ジ オ 工 法 に よ る 簡 易 型 液 状 化 対 策 （ エ コ ジ オ 工 法 協 会 ）  

  ・ 薬 液 注 入 工 法 に よ る 宅 地 の 対 策 事 例  （ 地 盤 注 入 開 発 機 構 ）  

  ・ 撤 去 電 柱 を 補 強 材 利 用 し た 液 状 化 対 策 の 可 能 性 （ 東 電 物 流 ）       

  ・ 液 状 化 対 策 と 気 候 変 動 緩 和 策 （ 日 本 木 材 地 中 活 用 推 進 協 会 ）  

  ・ LP-LiC 工 法 の 施 工 実 績 と 対 策 効 果 確 認 事 例    （ 飛 島 建 設 ）  

  ・ 小 型 SAVE コ ン ポ ー ザ ー の 試 験 施 工 の 結 果   （ 不 動 テ ト ラ ）  

  ・ 能 登 に お け る 本 対 策 工 法 の 展 開 状 況 （ レ ジ ェ ン ド パ イ プ 工 法 協 会 ）  

 

  ・ SDS 試 験 に よ る 簡 易 液 状 化 調 査 に つ い て （ ジ ャ パ ン ホ ー ム シ ー ル ド ）  

 

 

４  コンソーシア ムとしての活動（取組）予定  

  ・ 令 和 8 年 9 月 7 日 （ 火 ） 現 場 見 学 会 （ 石 川 県 河 北 郡 内 灘 町 ） の 開 催 案 内   

・ 分 科 会 の 開 催 、 防 災 イ ベ ン ト へ の 出 展 に よ る 普 及 啓 発 活 動  等            

 

５  閉会  
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資料１－２
 「建築物液状化対策促進 東京コンソーシアム」構成員一覧

2026.7現在

分
野 構成員名（50音順） 各構成員の取組予定

都民への
普及啓発・
相談対応

事業者への
液状化リス
クの説明

都民への
液状化リス
クの説明

地盤調査
の実施

対策工事の
設計・施工

補助・融
資・保険

人材育成
新たな

地盤調査法
の研究開発

新たな
工法の

研究開発

(一社)地盤品質判定士会
①葛飾区との連携による区民向け相談会への参加
②地盤品質判定士の育成等

① ②

ジャパンホームシールド(株)
①SDS 試験結果を用いた液状化検討方法の開発
②建築事業者への液状化調査及び液状化危険度判定の提供
③危険度マップによる情報提供

③ ② ①

(株)設計室ソイル
①施主やハウスメーカーへの液状化リスクの説明
②小規模建築物向け液状化対策工法（格子状改良）の普及・促進および設計

① ②
(実施可能)

②
(設計可能)

(一社)東京建築士会
①会員への周知及び情報提供
②液状化相談窓口の設置

② ①

(一社)東京都建築士事務所協会
①会員への周知及び情報提供
②発行する書籍に液状化について記載

② ①

旭化成建材(株) ①液状化対策工法の開発 等
①

（開発中）

(一社)圧入締固研究機構
①液状化対策工法の学術研究・開発・改良
②液状化対策工法の普及促進活動

② ② ①
（開発中）

エコジオ工法協会
①尾鍋組と三重大学との共同研究によりエコジオ工法開発
②自然砕石を用いた「排水促進工法」の設計・施工
③学会発表など工法の普及啓発活動

③ ②
(施工可能)

①
(開発済)

ケミカルグラウト(株)
①高圧噴射撹拌工法や薬液注入工法等を使用した液状化対策工事の施工
②新技術の開発
③狭隘地における液状化対策工法の普及啓発活動

③ ①
(施工可能)

②
(開発中)

地盤注入開発機構
①薬液注入工法の注入材・恒久グラウト及び急速浸透注入工法の開発
②会員企業への工法提案 等

② ①
(施工可能)

(有)大真
①液状化対策効果のある地盤改良「HySPEED(350)工法」の施工
②工法普及のための勉強会開催など

② ①
(施工可能)

(株)竹中土木
①小型機械攪拌式地盤改良工法により住宅地で実績のある液状化対策工事の施工
②施工精度の向上や効率化、CO2削減に対する技術開発の推進
③工法の普及啓発活動

③ ①
(施工可能)

②
(開発中)

東電物流(株)
①液状化現象と対策の啓蒙活動
②CO2抑制型地盤補強材（電柱の再生利用）を活かした液状化対策の開発

① ②
(開発中)

飛島建設(株)
①丸太打設液状化対策&カーボンストック工法の普及促進活動
②施主への液状化リスクの説明
③木材を用いた新たな液状化対策工法の開発

② ①
(施工可能)

③
（開発中）

(一社)日本木材地中活用推進協会
①丸太を使った液状化対策工法(LP-LiC工法)の開発実用化とその展開
②工法普及のための研究会や展示会等の普及促進活動

② ①
（開発済）

(株)不動テトラ
①施主への液状化リスクの説明
②狭隘地における液状化対策工法の開発・導入

① ②
（開発済）

レジェンドパイプ工法協会
①「新工法・新材料を活用した地下水排除工を用いた効果的な液状化・地すべり
対策に関する技術」として開発したレジェンドパイプ工法の施工
②展示会や研修会等での対策の普及促進活動の実施 等

② ① ② ①
（開発済）

(株)forch
①天然砕石のみを使用した人と環境に優しい地盤改良工法「HySPEED工法」の
施工
②自沈層のサンプリングからの液状化判定

② ①
(施工可能)

取組予定分野
都民（住宅所有者）向け 技術面 その他

企業NWを
活かした

連携

地
盤
調
査

設
計

液
状
化
対
策
工
事



資料１－２
 「建築物液状化対策促進 東京コンソーシアム」構成員一覧

2026.7現在

分
野 構成員名（50音順） 各構成員の取組予定

都民への
普及啓発・
相談対応

事業者への
液状化リス
クの説明

都民への
液状化リス
クの説明

地盤調査
の実施

対策工事の
設計・施工

補助・融
資・保険

人材育成
新たな

地盤調査法
の研究開発

新たな
工法の

研究開発

取組予定分野
都民（住宅所有者）向け 技術面 その他

企業NWを
活かした

連携

(一社)JBN・全国工務店協会
①会員事業者への周知等
②（会員事業者から）施主への液状化リスク説明
③（会員事業者から）液状化対策に効果がある地盤補強工法の提案及び実施

② ③ ①

(一社)全国住宅産業協会 ①会員事業者への周知及び情報提供等 ①

住友林業(株)
①住宅性能表示における液状化の情報提供の実施
②丸太を用いた液状化対策の普及促進活動 等
③補助金の申請に関する社内運用方法を、首都圏の支店に向けて発信

① ②
(施工可能)

③

積水ハウス(株)
①施主への液状化リスクの説明と対策の提案
②戸建住宅向け液状化対策工法の開発

① ②
(施工可能)

東栄住宅(株)
①施主への液状化リスク説明
②液状化に関する社内研修の実施

① ②

ミサワホーム(株)
①住宅性能表示における液状化の情報提供の実施
②丸太打設軟弱地盤対策＆カーボンストック工法の開発

① ②
(施工可能)

(株)みずほ銀行

①都内134 店舗の支店網を活用した液状化対策のリーフレット配架等
②液状化対策を検討する顧客へのローン提供、実効性のある金融商品の検討
③幅広い顧客ネットワークを活用した最新トピックス紹介や、有効なソリュー
ションを持つ民間企業との連携を通じて、コンソーシアムを盛り上げる

① ② ③

(株)三菱UFJ銀行
①MUFG内外の知見を活用し、効果的な普及・促進手段を探求。
②アカデミアと構成企業を繋げる等、新技術の開発に資する活動を行う。

① ②

日本工営(株)
①都民向けの液状化実験装置等による普及啓発活動 等
②③事業者または都民への液状化リスクの説明

① ② ③

(株)GATARI ①ＡＲ技術を活用した防災クエスト等による液状化の理解促進活動 ①

葛飾区
①区民への液状化に係る普及啓発
②建物所有者等への補助（液状化判定調査、対策工事）

① ②

東京都
①都民への液状化に係る普及啓発
②建物所有者等への補助（液状化判定調査、対策工事）

① ②

 関口 徹

 橋本 隆雄

 河村 昌克 国土交通省 都市局

 中古 淳法 国土交通省 住宅局

千葉大学大学院 工学研究科 准教授

国士舘大学 理工学部理工学科 まちづくり学系 特任教授

オ
ブ
ザ
ー

バ
ー

ハ
ウ
ス
メ
ー

カ
ー

・
工
務
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関
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他
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戸建て住宅等の液状化対策について

１ 液状化による被害想定

２ 戸建て住宅の液状化対策の推進にかかるこれまでの取組状況

危険度が高い

危険度がやや高い
危険度は低い

危険度は極めて低い

なし

■液状化危険度の分布

 令和４年５月に総務局が公表した「首都直下地震等による東京の被害想定」では、都心南部直下地震
（M7.3）において広範囲で液状化による甚大な被害が予測されている

東日本大震災～ ①「液状化による建物被害に備えるための手引き」公表
①「東京都建物における液状化対策ポータルサイト」開設
②液状化対策アドバイザー制度創設

令和５年度 ②アドバイザー制度の派遣費用を無償化

令和６年度～ ③④液状化対策に係る補助制度開始

令和８年８月４日
東京都都市整備局

1

アドバイザー制度を
令和７年度から耐震の
総合相談窓口に一本化

資料２－１



■既存住宅向け工法の第三者機関の認定取得費用

事業者への直接補助（上限 計650万円）

３ 補助制度の概要（住宅を新築・建替予定の所有者向け）

■液状化判定調査費（地盤調査等）

区市町村を通じた間接補助 (現在葛飾区のみ)

土地所有者等への直接補助

都
１/３

13.3万円

区市町村
１/３
13.3万円

所有者
１/３
13.3万円

①証明書の審査手数料 ：上限150万円

②工法の証明に要する費用：上限500万円

都
１/２

事業者
１/２

都
１/２
10万円

所有者
１/２
10万円

■液状化対策工事費

区市町村を通じた間接補助 (現在葛飾区のみ)

都
１/４
40万円

区市町村
１/４
40万円

所有者
１/２
80万円

（参考）事業者向け補助制度の概要

葛飾区では充実した制度を用意

地盤調査助成 10/10かつ
最大50万円

液状化判定調査者派遣 無料

液状化対策助成 1/2かつ
最大130万円

TOKYO強靭化プロジェクト「2030年度には、液状化の予想されるすべての自治体で支援開始」を目指しています
2



■既存住宅向け工法の第三者機関の認定取得費用（都の直接補助制度）

より多くの工法が対象となり得るように、令和８年４月より交付要綱を改正

補助対象となる開発目標（交付要綱 第三条第3項）

（改正前）

二 非液状化層厚（Ｈ１）≧３ｍを満足できること

（改正後）

二 非液状化層厚（Ｈ１）≧３ｍを満足できること。又は、非液状化層厚Ｈ１＝３ｍとなるように

地盤改良した場合と同等以上の効果が得られる設計が可能であること

全面改良等をしないが、液状化対策となり得る工法を対象とした

３ 補助制度要綱の改正について（新）

■液状化判定調査費（都の直接補助制度）

申請について、より柔軟な対応が可能となるように、令和８年２月より交付要綱を改正

（改正前）

補助対象：補助対象敷地の所有者であること

親族が土地所有者の借地や、所有権移転前の申請が不可となっていた

（改正後）

補助対象：補助対象敷地の所有者、又はこの申請についての所有者の同意を得た者であること

その時点の土地所有者の同意を持って、所有者でなくとも申請を可能にした

①証明書の審査手数料 ：上限150万円

②工法の証明に要する費用：上限500万円

都
１/２

事業者
１/２

都
１/２
10万円

所有者等
１/２
10万円

3補助制度について、皆様方の積極的なご活用をお願いいたします！



4

■コンソーシアム会議
 18社12団体, 学経２名, オブザーバー*が参加

*国交省 (住宅局, 都市局),３区 (足立、江戸川、大田)

■防災イベントへの出展による
機運醸成
 ８か所で計1000人超が

防災クエストを体験
約30人に無料相談実施

■分科会（構成員企業や学経と非公開で３回意見交換）

 現場の実情等を把握(住宅所有者への説明方法や時期等)

補助対象拡大等について検討

助成制度やポータルサイトでの情報発信などに加え、コンソーシアムとして以下の取組を実施

■構成員企業(不動テトラ)の工法見学会 (@茨城県土浦)

 小規模現場に対応した最新工法も紹介
R8年度は被災地での見学会を実施予定

①ハウスメーカー等
⇒施主へのリスク説明や液状化調査・対策工事の実施状況
（顧客や区の優先度低い＋液状化対策は設計者判断）

②施工業者・設計事務所
⇒各工法の施工実績やコストの実態把握（補助対象拡大要望）

③学識経験者
⇒設計目標（中・大地震）や補助対象工法について意見交換茨城県土浦 不動テトラ技研 石川県かほく市の実証実験現場

４ コンソーシアムの取組概要（R7年度）

■特設サイトによる活動の
見える化
 企業インタビュー、構成員

の取組紹介、学習コンテン
ツ 等



コンソーシアムの活動として、都民向け普及啓発用リーフレット「液状化への備え」を作成
都民の方に対して、液状化リスクや、対策の必要性、対策の費用感などを説明できるように

（掲載URL）https://kenchiku-ekijoka.metro.tokyo.lg.jp/other.html

５ コンソーシアム活動としてのリーフレットの作成について



５ コンソーシアム活動としてのリーフレットの作成について

施主様へ液状化リスクを説明をする際など、積極的なご活用をお願いいたします！



・公共施設と宅地との一体的な面的液状化対策を実施する事業者を募集（令和7年6月27日～9月5日）
・事業者としてミサワホーム(株)※を認定（令和７年８月27日）
・地震後も生活が継続できる安全・安心なまちを形成に向け、面的液状化対策の事前対策事例を創出し、
都民や事業者に対策の必要性を周知・展開

・事 業 者：ミサワホーム(株)
・事 業 名：旧羽田旭小学校敷地活用事業
・計 画 地：大田区羽田旭町６番１号
・事業期間：令和７年12月～９年７月（予定）
・事業内容：災害時に活用する広場及び避難所等の公共施設

と宅地とを一体的に実施する面的液状化対策

羽田旭地区事業概要

完成図

位置図

1.面的液状化対策パイロット事業｜羽田旭地区概要

9

面的液状化対策パイロット事業について

面的液状化対策パイロット事業の事業者認定について

令和８年８月４日
市 街 地 整 備 部

※令和８年4月1日事業継承：プライムライフテクノロジーズ㈱

・広場及び避難通路について、固結工法等による液状化対策を実施
・在宅避難や避難所等の機能維持を可能とするための、埋設管の液状化対策を実施

パイロット事業平面イメージ図

・

取組内容

資料２－２



液状化対策コンソーシアムのロゴマークについて

縦組

※現在、利用方法について調整中です。整い次第、改めてお知らせします。

令和８年８月４日
東京都都市整備局 資料２－３

横組

コンセプト ： 液状化した地盤面や住宅の傾きを、直感的に分かりやすくシンボル化

配色 ： 防災のイメージから、黄色・黒 を採用

使用用途 ： 構成員の企業パンフレット、名刺、イベント広報等での活用を想定

コンソーシアム構成員活動の認知度向上や、機運の醸成を目的として、ロゴマークを作成



活動紹介

令和８年度第１回建築物液状化対策促進東京コンソーシアム会議

液状化対策工法の効果の検証方法に関する研究成果のご紹介

旭化成建材株式会社 2026.8.4

資料３－１



旭化成建材の液状化対策工法への取り組み

2

◆2020年に「静的締固めによる液状化対策工法」として（一財）ベターリビングにおける技術審査証明を
取得しています。



液状化対策工法における課題

3

◆液状化対策工法が施されたあとの効果の検証は大地震の発生を待たず、施工前後の現場試験によって確認できることが
望ましいと考えています。（設計ではFL値１以上であっても、実性能として本当に液状化を抑制できるかが曖昧）

【弊社工法においては】
建築基礎のための地盤改良設計指針
案※のD法によりFL値を推定しています。
宅地を対象としているため地盤調査方
法はSWSとなり換算N値を採用せざるを
得ないこと、効果を直接測定できていない
ことから、その他の手法についても検討を
進めています。
エンドユーザーへの説明、保険運用の面
で、対策効果に関して精度の高い調査方
法が望まれています。

※ AIJ:建築基礎のための地盤改良設計指針案,329-339,2006



課題解決のための検討（宅地向けの液状化対策工法の効果検証法の確立）

4

◆国立研究開発法人建築研究所 構造研究グループ 新井洋上席研究員が宅地を対象とした液状化対策効
果の検証を試みており、2025年度の研究※の一環として茨城県稲敷市浮島での現場実証実験に協力しました。

※ 新井ほか:JGS大会,液状化対策工法の効果を検証する現場実験の試み(その3),8-12-1-04,2026

・間隙水圧の時刻歴を100Hzで10分間計測
・計測開始の10秒後から60秒後までバイブレータを起振
・十分に時間を空けて計3回の起振

実験に用いたバイブレーター



宅地向けの液状化対策効果の確認手法

5

◆小型の地中起震源（バイブレータ）により発生する過剰間隙水圧の計測から対策効果の
大小を検証できる可能性について検証を行いました。

実験風景

観測孔2

起振孔1

観測孔1
観測孔3 改良率8%

改良率9.4%



実験結果のご紹介

6

◆施工最小単位（４本）でも、過剰間隙水圧の抑制効果を確認できることが示唆されました。



実験結果のご紹介

7

◆期間を空けて実施した試験結果においても同様の傾向が得られ、改良率の大きさとその効
果が把握できる可能性が示唆されました。





共同研究の成果に基づく地盤改良技術

砕石の地盤改良

エコジオ工法

エコジオ工法協会

資料３－２



1©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.

施工代理店 ５８ヶ所

採用実績 ４３，１３１件
地盤補強、液状化対策、排水対策など

国土交通省、地方自治体、NEXCO、民間建築 など

（令和８年３月末現在）



2

深度 ５．０ｍまで

EGケーシング
（孔壁の崩壊防止）

©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.



排土型

直径：４２０

無排土型

直径：３２０

3©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.

残土がでない



4©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.



液状化対策設計施工マニュアル（案）
（独）土木研究所（国土交通省所管）

5©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.

施工マニュアルに準拠



市営住宅 （深度＝４．０ｍ 数量＝７７０本）
東日本大震災 液状化被災地（２０１３年）

6©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.



液状化対策

工
事
費
用

抜本対策 被害軽減
7©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.



（新）液状化被害の軽減対策

基礎下へ砕石層
（通気性を確保）

8©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.



液状化リスクの評価方法

（新）液状化被害軽減対策

9©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.



抜本的な液状化対策との違い

（新）液状化被害軽減対策

10©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.



液状化被害の軽減に貢献

エコジオ工法協会

11©2026 Onabegumi.Co.Ltd.All Rights Reserved.
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浸透方式 削孔間隔 注入速度

球状浸透 1.0m 16ℓ/分

球状浸透 1.0m 9ℓ/分

柱状浸透 1 .0～3.0m 10～30ℓ/分

球状浸透 1 .0～3.0m
1～6ℓ/分

（32～192ℓ/分）

柱状浸透 1 .0～3.0m 5～30ℓ/分

16ℓ/分球状浸透 1.0m
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JASTU

2026年8月4日

一般社団法人 日本木材地中活用推進協会

沼田淳紀

1

液状化対策とともに気候変動緩和策を考える

資料３－５



JASTU 2

＜現在の状況＞

大気蓄積量：7,300億t-c

人為的排出量：72億t-c/年

自然吸収量：31億t-c/年

年間排出の増加量：41億t-c/年（1.9ppm）
「STOP THE 温暖化 環境省2012」より

産業革命(1760年代～1830年代頃)前（280ppm以下）

2026年4月(438ppm)

0.05%

0.1%
42万年間のCO2濃度の推移

「環境省：地球温暖化の影響資料集，2007」に加筆

気象庁URLより

2012年2月(400ppm）
2003年1月(381ppm)



JASTU

脱地下資源化の背景

「小宮山宏，山田興一：新ビジョン2050，日経BP社，2016」より

3

人類も
自然の一部

地球の共進化に逆行

縄文時代
自然の一員

弥生時代～室町時代前半
森林の劣化が徐々に進む

森林
の
再生

森林
の
利用

室町時代後半～昭和前半
森林の衰退 太田猛彦：森林飽和，NHKブック，2012

B
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工業社会

4.0
情報

5.0
仮想空間と
現実空間の融合？
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438ppm(2026.4.,気象庁)

産業革命

極端に地下資源に依存してきた
時代(ホルムズ海峡 )

7.3億人
(環境白書)

82.32億人
(2025, UNFPA)

太陽エネルギーを利用
長期利用・再利用



JASTU 4

「・・・それでも、私は、とても幸運な１人です。人々は苦しんでいます。人々は
死んでいます。生態系は崩壊しつつあります。私たちは、大量絶滅の始まり
にいるのです。
なのに、あなた方が話すことは、お金のことや、永遠に続く経済成長というお
とぎ話ばかり。よく、そんなことが言えますね。・・・」（NHK news webより）

「・・・And yet I’m one of the lucky ones. People are suffering. People are 
dying. Entire ecosystems are collapsing. We are in the beginning of a 
mass extinction. And all you can talk about is money and fairytales of 
eternal economic growth. How dare you!・・・」

グレタ・トゥーンベリ氏
国連気候変動サミットでの演説(2019/9/23)



JASTU 5

 森林資源の活用（日本は，国土の2/3以上が森林で森林国家）

 太陽エネルギーの活用（主権的権利を持つEEZ※は，世界第6位の広さ）

 都市鉱山の活用（世界に対する日本の埋蔵量：金16%，銀22%．鉄2%）

 省エネルギー化

 再生可能エネルギーへの転換

 リデュース，リサイクル，リペア，リユースの実施

 二酸化炭素の回収，貯留，利用 など

液状化対策＋脱地下資源へ向けて

※Exclusive Economic Zone



丸太打設液状化対策＆カーボンストック工法の
施工実績と対策効果確認事例

飛島建設株式会社 技術開発部

村田 拓海

資料３－６
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工法の概要工法の概要

丸太打設液状化対策＆カーボンストック工法
（Log Piling Method for Liquefaction Mitigation and Carbon Stock）

技術審査証明(技審証第3004号)
建築技術性能証明(GBRC性能証明13-17号改3)
NETIS（KT-190054-A）

対策原理 密度増大
外力に対して靭性を有する対策原理
想定以上の地震を受けても脆性的な破壊をしない

丸太の体積分だけ地盤の密度が増加
丸太はあくまで「地盤改良体」で杭ではないため，丸太
の強度（圧縮・曲げ・せん断等）は設計に使用しない．

丸太の役割 体積保持

第三者評価 取得済み

丸太 ≠ 杭
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施工事例施工事例
事例１:大規模分譲住宅（千葉県）

施工概要
改良深さ :5.28 m
樹種 :スギ，カラマツ
丸太末口径 :0.15 m
丸太⾧さ :4.0 m
打設箇所数 :13,420 本
打設間隔 :1.0 m
対策面積 :13,382 m2

炭素貯蔵量 :791 t-CO2

施工による排出: 38 t-CO2 

[メリット]
住宅地における低振動低騒音施工
風などによる材料の飛散，残土排出，地盤変位の発生がない
杭状補強と異なり宅地全面の改良が可能

約20倍

液状化対策
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施工事例施工事例
事例２:戸建て住宅（東京都）

施工概要
改良深さ :5.00 m
樹種 :スギ
丸太末口径 :0.14 m
丸太⾧さ :4.0 m
打設箇所数 :253 本
打設間隔 :0.50 m
対策面積 :61 m2

炭素貯蔵量 :11.4 t-CO2

施工による排出: 0.5 t-CO2 

[メリット]
住宅地における低振動低騒音施工
風などによる材料の飛散，残土排出，地盤変位の発生がない
狭隘地での施工が可能

約23倍

液状化対策
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施工事例施工事例
事例３:漁港岸壁の背後地盤（青森県）

施工概要
改良深さ :8.00 m
樹種 :スギ
丸太末口径 :0.15 m
丸太⾧さ :3.0 m + 4.0m
打設箇所数 :3,446 本
打設間隔 :0.55 m
対策面積 :1,024 m2

炭素貯蔵量 :250.0 t-CO2

施工による排出: 39.3 t-CO2 

約6倍

液状化対策

[メリット]
施工による地下水・海の汚染の心配がない



306

実地震における対策効果確認事例実地震における対策効果確認事例
地震概要

１回目 2回目

地震 :令和7年青森県東方沖を震源とする地震
発生日時 :2025年12月8日（月）23時15分
発生場所 :青森県東方沖（八戸の東北東約80km）
震源深さ :54km
マグニチュード:7.5
最大震度 :震度６強

地震 :令和8年岩手県沖を震源とする地震
発生日時 :2026年6月25日（月）7時30分
発生場所 :岩手県沖
震源深さ :45km
マグニチュード:7.2
最大震度 :震度６強

丸太打設地点 丸太打設地点
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実地震における対策効果確認事例実地震における対策効果確認事例
【凡例】

:調査箇所
:噴砂確認位置

No.1

No.2
No.3

No.4

No.5

No.6

丸太打設地点

No.7

調査日
第１回:2025年12月9～10日
第２回:2026年 1月9～11日

No.8
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実地震における対策効果確認事例実地震における対策効果確認事例
ポートアイランド（No.1）
推計震度:震度5強

No.1

No.2

No.3

 左の枠の空き地内に大小多数の噴砂丘が出現
 噴砂丘が出現した付近の岸壁や道路には変位等がみられなかった
 左の枠の空き地内に大小多数の噴砂丘が出現
 噴砂丘が出現した付近の岸壁や道路には変位等がみられなかった
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実地震における対策効果確認事例実地震における対策効果確認事例

丸太打設地点

荷捌き所A棟

丸太打設地点付近の調査結果（１回目の地震直後）

No.7

No.8
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実地震における対策効果確認事例実地震における対策効果確認事例
丸太打設地点付近の調査結果（１回目の地震直後）

丸太打設液状化対策の
施工箇所

丸太打設地点

推計震度:震度6弱
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実地震における対策効果確認事例実地震における対策効果確認事例
丸太打設地点付近の調査結果（２回目の地震直後）

丸太打設地点

荷捌き所A棟

No.2

No.1

撮影日:2026年6月26日

撮影日:2026年6月26日

撮影日:2026年6月26日
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まとめまとめ

 丸太は地下水以深で腐朽しないため，液状化対策に用いることで炭素を地中に
貯蔵できる．

 丸太を用いた液状化対策工法の対策原理は「密度増大」である，実地震に対し
ても対策効果を発揮した．



活動報告

令和８年度第１回コンソーシアム会議

2026年8月4日

株式会社不動テトラ

静的締固め砂杭工法の小型機開発と実証実験

資料３－７



住宅地などの狭隘地における、新たな施工システムを構築
施工スペースの最小化：搬入・組立から施工にいたる作業の省スペース化
周辺環境への負荷低減：エアーを使用しない新システムの採用

宅地の液状化対策を想定し施工能力を設定
適用地盤 ：N値15以下の砂質地盤
施工可能深度：最大8.5ｍ
造成砂杭径 ：φ600mm以上

静的締固め砂杭工法 施工機の小型化

小型機開発の目的と施工仕様

約2.5m

約7.0m

約14.0m



小型施工機の能力と仕様

軽量化：総重量100～120t → 約30tへ軽量化
組立て：大型クレーン不要 2.9t吊りバックホウ (クレーン仕様)で組立可能
搬入路：本体以外の部材は4t車で運搬可能 狭隘な道路条件にも対応

機体重量およびサイズの大幅な縮小

大型機と小型機のスペック比較表
大型機小型機

5.5 m×15 m×～36 m2.5 m×7.0 m×14.0 m機械寸法（幅×⾧さ×高さ）

100～120 t35 t全層装備重量

17.7 t・ｍ（5 min-1）外：5.0 t・ｍ（5 min-1）
内：2.8 t・ｍ（5 min-1）掘削性能（オーガートルク）

1.0m30.4 m3バケット容量

φ406.4 mm（19.22 t）―外：φ406.4 mm（9.5 t）
内：φ377 mm（中空スクリュー）ケーシング



材料砂排出・締固め機構

中空スクリューによる材料強制排出・締固め機構の採用
エアーを使用しない新機構を採用

周辺変位の抑制：高圧エアーによる地盤内圧の急上昇を防ぐ
省スペース化 ：エアー関連の付帯設備を削減し、占有面積を縮小

締固めステップ図 材料供給システムと材料の流れ



内容項目

静的締固め砂杭工法工法

Φ600mm /□ 1.4m × 1.4m改良径 / ピッチ

4列 × 4列 = 計16本施工本数

単粒度7号砕石使用材料

実証実験の概要

かほく市（エリアA）

土質性状及び改良断面図

施工仕様および地盤条件 

実証実験概要平面図(かほく市エリアA)
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騒音規制法 85dB
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建設作業振動規制基準値75dB

暗振動

周辺環境への影響評価

離隔5mで特定建設作業の規制基準値を下回る
施工時の騒音・振動測定結果（離隔5m地点）

騒音レベル ： 82(dB) 振動レベル ： 59(dB)

騒音・振動

騒音レベル（90%レンジ）
Lv5

測定地点

20105離隔（m）

667982平均値（dB）

振動レベル（80%レンジ）
Z_Lv10

測定地点

20105離隔（m）

545459平均値（dB）



周辺環境への影響評価

施工時の変位影響は小さい
施工時の周辺地盤変位（離隔2.5m地点）
水平変位：最大16mm 鉛直変位：最大7mm

地盤変位



改良効果

液状化判定条件
建築基礎構造設計指針
α＝200gal
M＝7.6
砂質土で確実なN値の上昇
FL > 1.0 を概ね達成

施工前後のN値とFL値

改良前後のN値とFL値（エリアA）



工法の詳しい
ご説明を動画でも
ご覧いただけます。

地盤改良工における
専門的な情報
プラットフォーム




















